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○職員数（量）の確保のみならず、職員の育成・専門性の向上（質）の充実

にも取り組んでいきます。 

〇児童虐待とＤＶの特性や、これらが相互に重複して発生していることを踏

まえ、配偶者暴力相談支援センターや母子生活支援施設等ＤＶ支援機関と

のさらなる連携に取り組んでいきます。 

【現状】 

〇本県の児童虐待対応件数は、平成 28 年～29 年度は減少していましたが、

平成 30 年度に急増し、過去最多となっています。また、令和元年度も増

加の傾向は継続しています。増加の要因としては、全国的な虐待死事件の

報道等を通じ、県民の児童虐待に対する関心と、児童相談所への通告に対

する意識が高まったことが背景にあると考えています。また、警察、学校

等の関係機関が積極的に児童相談所と情報共有するなど、子どもの安全確

保に向け連携の強化が図られたことも要因となっています。 

 

＜表 27＞ 県内児童相談所における児童虐待対応件数     （単位 件） 

年 度 平成26年度 平成 27 年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

児童虐待対応件数 ３４３ ３７９ ３３１ ２７１ ４１３ 

前年度比 － 110％ 87% 82% 152% 

                            〔福祉行政報告例〕 

 〇本県の令和元年度における児童相談所の児童福祉司の数は、人口４万人に

１人の配置となっています。 

〇各児童相談所に医師（非常勤）、中央児童相談所に保健師（常勤）を配置

しています。弁護士（非常勤）は中央児童相談所に配置していますが、庄

内児童相談所との連携・協力も可能となっており、準ずる措置を講じてい

ます。 

〇中央児童相談所には、現職警察官が人事交流により配置されており、警察

との連携強化に取り組んでいます。 

〇中央児童相談所と女性相談センター（配偶者暴力相談支援センター）が福

祉相談センターとして一体となっており、連携がとりやすい状況にありま

す。 

〇令和元年６月 26 日に「児童虐待の防止等に関する法律」が改正され、県

は一時保護などの介入的対応を行う職員と保護者支援を行う職員を分け

る等の措置を講ずるものとされました（令和２年４月１日施行）。中央児

童相談所については、平成 20 年度から介入と支援担当課を別として対応

を行っております。 

 



68 

 

【課題】 

  〇増加する児童虐待相談件数に適切に対応できるよう、児童相談所の専門

職員の増員等体制強化が必要です。 

  〇ここ数年の新規採用による児童相談所職員の増員から、経験の浅い若手

職員の数が多くなり、ペア・チーム体制などにより質の向上が必要です。

また、指導・教育を行うスーパーバイズ職員、中堅職員の不足が課題と

なっています。 

  〇庄内児童相談所については、警察官や保健師の配置が無く、女性相談セ

ンターについても遠距離となるため、中央児童相談所や地域の配偶者暴

力相談支援センター等関係機関との連携を強化していく必要があります。 

  〇庄内児童相談所においては、介入と支援の対応職員を明確にする必要が

あります。 

【取組】 

  〇県は、新プランに基づく改正児童福祉法及び政令で定められた基準に沿

って、児童相談所の専門職員を計画的に配置していきます。 

  ○児童福祉法により義務付けられた研修の実施に加え、計画的に県外研修

へ職員を派遣し、専門的知識を向上していきます。 

  ○個々の職員に指導及び教育を行うスーパーバイズの取組みとともに、若

手職員と中堅以上の職員のチームによる地域担当制をとる中でのＯＪＴ

の実施等により、人材育成を図り、組織としての対応力を向上していき

ます。 

  〇庄内児童相談所についても、専門職員の配置を検討していくとともに、

介入と支援の対応職員を分ける体制構築を行っていきます。 

  

（２）中核市の児童相談所設置に向けた取組み 

【基本的考え方】 

  ○県内では、山形市が平成 31 年４月１日から中核市に移行していますが、

児童相談所設置については、十分に同市の意向、計画を踏まえた支援を

行っていきます。 

【現状】 

○山形市は、児童相談所の設置について、現在のところ「設置しない」意向

です。（令和元年８月県子ども家庭課調査） 

【課題】 

 〇中核市の児童相談所設置を検討するに当たっては、県において人材養成・

一時保護所の相互利用等、計画的な支援を行う必要があります。 
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【取組】 

○山形市の児童相談所設置については、今後も同市の意向確認を継続し、必

要な支援を行っていきます。 

〇山形市の人口規模に応じて、一時保護所等の代替養育サービスは県との連

携により整備が必要となります。 

 


